
沖縄地域の自然環境の保全・再生および安全なまちづくりを推進する下水道整備

平成22年度　～　平成26年度　（5年間）

・下水を速やかに排除・処理することにより、生活環境の改善、浸水の防除、海や河川等の公共用水域の水質汚濁の防止に積極的な役割を果たし、豊かな自然環境の保全・再生に大きく寄与する。
・下水処理水の再利用により、安定した水資源の確保に寄与し、節水型リサイクル社会の構築に資する。

・下水道処理人口をH22年度当初から6.3%(H26末)増加させる。
・下水道接続人口をH22年度当初から6.1%(H26末)増加させる。
・エネルギー利用率（消化ガス）を48.5%（H22当初）から60.3%(H26末)に増加。
・重要な管渠の地震対策実施率を16.9%(H22当初)から24.1%(H26末)に増加。
・下水道による都市浸水対策の達成率を49.7%(H22当初)から72.1%(H26末)に増加。
・下水処理水有効利用量を478m3（H22当初）から800m3（H25末）に増加。
・再生水供給施設数を43箇所（H22当初）から50箇所（H25末）に増加

（H22当初） （H24末） （H26末）
①下水道処理人口伸び率（%）
 =下水道利用可能人口の増加数（人）／H22年度当初下水道利用可能人口（人）×100 66.0% 68.3% 69.8%
②下水道接続人口伸び率（%）
 =下水道に接続している人口の増加数（人）／H22年度当初下水道に接続している人口（人）×100 87.9% 88.1% 87.8%
③エネルギー利用率（消化ガス）（%）
 =（エネルギー利用された量［N㎥／日］)／（発生ガス量［N㎥／日］）×100
④重要な管渠の地震対策実施率（%）
 =（重要な管渠のうち地震化または減災対策を施した管渠(m)）／（重要な管渠の延長(m)）×100
⑤下水道による都市浸水対策達成率（%）
 =（浸水対策完了済み面積(ha)） /（浸水対策を実施すべき面積(ha)）×100
⑥1日あたりの再生水の利用量（m3／日）

⑦再生水供給施設数（箇所）

　（事　後　評　価）

○事後評価（中間評価）の実施体制、実施時期

H28年2月

沖縄県のHPにて公表

１．交付対象事業の進捗状況

Ａ1　下水道事業
番号 事業 地域 交付 直接 道路 事業内容 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 種別 （延長・面積等） H22 H23 H24 H25 H26

沖縄県、那覇市、宜野湾市、石垣市、浦添市、名護市、糸満市、沖縄市、豊見城市、うるま市、宮古島市、
南城市、大宜味村、本部町、読谷村、嘉手納町、北谷町、北中城村、中城村、西原町、与那原町、南風原
町、渡嘉敷村、座間味村、久米島町

(958千人) (986千人)

備考

5,969

8,164

那覇市 323 長寿命化支援制度

(844千人) (866千人)

３系消化タンク、汚泥処理
棟等

宜野湾市

沖縄県、那覇市、宜野湾市、石垣市、浦添市、名護市、糸満市、沖縄市、豊見城市、うるま市、宮古島市、南城
市、大宜味村、本部町、読谷村、嘉手納町、北谷町、北中城村、中城村、西原町、与那原町、南風原町、渡嘉敷
村、座間味村、久米島町

A1-1-9 下水道

A1-1-1

事後評価（中間評価）の実施体制

社会資本総合整備計画　（事後評価書）
計画の名称

計画の期間 交付対象

計画の目標

　　計画の成果目標（定量的指標）

交付対象事業

事業者
省略
工種

要素となる事業名
市町村名

全体事業費
（百万円）（事業箇所）

全体事業費
合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
14,837 Ａ 14,837 Ｂ 0 Ｃ

事後評価（中間評価）の実施時期

公表の方法

当初現況値 中間目標値 最終目標値
　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値

0
効果促進事業費の割合

0.00%
Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

478㎥／日 - 800㎥／日

43箇所 - 50箇所

3.2% 6.3%
(928千人)

- 3.4% 6.1%
(816千人)

-

48.5%

２系汚泥脱水機、消化タン
ク等

那覇市

監視制御設備等

A1-1-4 下水道 沖縄 沖縄県 直接 沖縄県 汚水 増設 （資源循環）宜野湾浄化センター

下水道

54.9% 60.3%

16.9% 20.8% 24.1%

49.7% 71.0% 72.1%

（資源循環・長寿命化）宜野湾浄化センター 汚泥脱水機等

A1-1-8 下水道 沖縄 沖縄県 直接 沖縄県 汚水 改築 （資源循環・長寿命化）那覇浄化センター

沖縄 沖縄県 直接 沖縄県 汚水 増設 （資源循環）那覇浄化センター

沖縄 沖縄県 直接 沖縄県 汚水 改築 宜野湾市 143 長寿命化支援制度



9 16 20 45

10 59
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60
小計（下水道事業） 14,837

合計 14,837

Ｂ　関連社会資本整備事業
事業 地域 交付 直接 備考
種別 種別 対象 間接 H22 H23 H24 H25 H26

合計

番号 備考

Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考
種別 種別 対象 間接 H22 H23 H24 H25 H26

合計 ☆☆

番号 備考

２．事業効果の発現状況、目標値の達成状況

①汚水幹線等の整備を促進させたことにより、下水道処理人口伸び率が10.43％となり、下水道利用可能人口が約97,000人増加した。
Ⅰ定量的指標に関連する ②下水道への接続人口が約73,000人増加したことにより、汚水の排除による生活環境の改善及び公共用水域の水質保全が図られた。
　　　交付対象事業の効果の発現状況 ③下水の処理過程で発生させた消化ガスを浄化センターの電力や熱源等に有効利用することにより、環境負荷の少ない循環型社会の形成に寄与している。

④重要な管渠の地震対策実施率が約23％伸びたことにより、管渠の防災対策及び減災対策が図られ、下水道施設の果たすべき機能を確保することができた。
⑤都市浸水区域における排水対策を進めた結果、内水氾濫被害の軽減が図られた。
⑥下水処理水を高度処理した再生水の利用量の増加により、都市における新たな水資源の形成を図り、循環型社会の構築に寄与することができた。
⑦再生水供給施設数が普及拡大したことにより、トイレ用水等の雑用水への有効利用を促進し、水資源の保護が図られた。

最終目標値 6.3%
Ⅱ定量的指標の達成状況 目標値と実績値

に差が出た要因
最終実績値 10.4%

最終目標値 6.1%
目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値 8.9%

最終目標値 60.3%
目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値 65.9%

最終目標値 24.1%
目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値 39.8%

指標④（重要な
管渠の地震対策
実施率）

一体的に実施することにより期待される効果

流域下水道事業において、消化ガス発生量の増加に伴い消化ガス有効利用施設を増設し、エネルギー利用
が増加したことによる。

公共下水道において、分譲地区等の急激な処理人口増加により下水道計画を前倒しして実施したことによ
る。

公共下水道において、重要な幹線の耐震診断を実施し耐震性の把握に努めたとともに、重要な管渠を前倒
しして整備したことによる。

A1-12-1

一体的に実施することにより期待される効果

市町村名
港湾・地区名

事業実施期間（年度） 全体事業費
（百万円）工種 （延長・面積等）

指標①（下水道
処理人口伸び
率）

指標②（下水道
接続人口伸び
率）

指標③（エネル
ギー利用率（消
化ガス））

公共下水道処理区内において、想定以上に新築着工件数等が多く、それに伴い接続人口が増加するととも
に、下水道接続に関して普及促進の取り組み強化を図ったことによる。

要素となる事業名 事業内容
市町村名

港湾・地区名
全体事業費
（百万円）工種

番号 事業者
省略

要素となる事業名
事業内容

A1-7-4

直接

糸満市 （資源循環）糸満市浄化センター ケーキホッパ棟詳細設計 糸満市

那覇市 90 新世代下水道支援事業制度

石垣市 69

番号 事業者
省略

配水管φ=50～100mm、L=1.6Km

A1-4-1 下水道 沖縄 石垣市

A1-2-4 下水道 沖縄 那覇市 直接 那覇市 再生水 新設 （沖縄県・那覇市水環境創造事業）

石垣市 汚水 新設 （資源循環）石垣西浄化センター 6t/日、汚泥乾燥施設　等
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下水道 沖縄 大宜味村 直接 汚水 水処理設備 等沖縄県 新設 （水質保全）大宜味浄化センター 大宜味村 60

直接 糸満市 汚水 増設下水道 沖縄



最終目標値 72.1%
目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値 50.9%

最終目標値 800㎥／日
目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値 737㎥／日

最終目標値 50箇所
目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値 53箇所

Ⅲ定量的指標以外の交付対象事業の効果の発現状況

（必要に応じて記述）

３．特記事項（今後の方針等）

公共下水道において、降雨強度の確率年の整備目標を厳格化したことにより、浸水対策を実施すべき面積
が増加したことによる。

指標⑤（下水道
による都市浸水
対策達成率）

指標⑥（1日あた
りの再生水の利
用量）

再生水の供給区域拡大を図り供給施設は計画以上に増加したが、雨水併用施設などの影響もあり、実際の
利用量が増えなかったことによる。

指標⑦（再生水
供給施設数）

再生水の供給施設数増加に向け、施設整備と併せて利用促進の取り組みやアピールなど実施した事によ
る。



計画の名称 沖縄地域の自然環境の保全・再生および安全なまちづくりを推進する下水道整備

計画の期間 平成22年度　～　平成26年度　（5年間）

A　下水道事業

本部町A1-13

A1-20 久米島町

A1-17 与那原町
A1-18 南風原町
A1-19 北中城村

A1-14 読谷村
A1-15 北谷町
A1-16 西原町

A1-6 名護市
A1-7 糸満市

A1-11 宮古島市

A1-8 沖縄市
A1-9 豊見城市
A1-10 うるま市

A1-12 大宜味村

交付対象
沖縄県、那覇市、宜野湾市、石垣市、浦添市、名護市、糸満市、沖縄市、豊見城市、うるま市、
宮古島市、南城市、大宜味村、本部町、読谷村、嘉手納町、北谷町、北中城村、中城村、西原
町、与那原町、南風原町、渡嘉敷村、座間味村、久米島町

番号 自治体名
A1-1 沖縄県
A1-2 那覇市
A1-3 宜野湾市
A1-4 石垣市
A1-5 浦添市

A1-20

A1-18

A1-17

A1-16

A1-14

A1-13

A1-11

A1-10

A1-9

A1-8

A1-6

A1-5

A1-3

A1-1

A1-2

A1-4

A1-7

A1-12

A1-15

A1-19


